
新しいワークスタイルを追い風にできるか

地方では少子化と東京一極集中による人口減少に歯止めが効かず、地域経済が衰え、街の賑わいが失われる負の連鎖が生まれ始めて
います。一方、都市圏企業では、優秀な人材を確保し、社会的責任を果たすため、雇用・労働の在り方を再考する必要があります。これに
対し、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響下で関心が高まったリモートワーク、地方移住、副業・兼業など、新たな時代のワー
クスタイルを確立することで、地方と都市圏企業の課題解決を目指すモデルを提唱します。

新たな地方創生モデル

日本では社会貢献事業として地方創生に取り組むケースが見られますが、多くの場合は十分な収益が得られずに活動継続に苦慮してい
るのが実態です。一方でコロナ禍の移動制限などにより地方衰退は加速しており、持続可能な地方創生モデルが今まさに求めらています。

PwCが提唱する新たな地方創生モデルでは、従業員の地方への移住を支援し、リモートで本社業務を遂行しながら、移住先で副業に従事

できる環境を整備します。これによって地方の人口減少に歯止めをかける流れを作るとともに、副業収入に応じて賃金を調整することで、
企業側の人件費負担を軽減します。また人材確保の観点では、個人の志向に合わせた働き方を与えるとともに、副業として地域貢献に携
わる機会を提供することで、従業員のエンゲージメントの向上につなげます。

都市圏企業従業員の地方移住支援
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地方の活性化、企業価値の向上、時代に合う働き方を
三方よしで実現する新たな地方創生モデル
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• 副業収入に応じて賃金を調整

• 個々人の志向に合わせた働き方

• 地域貢献に携われる機会を提供 Farmer Advisor Driver

例：

地方と都市圏企業の課題を新時代の
ワークスタイルで
まとめて解決する

都市圏企業が直面する課題

優秀な人材の確保が困難

労働人口減少などで優秀な人材の確保が
難しくなっており、従業員の待遇改善や愛社
精神の向上が急務

社会的責任の高まり

社会課題が深刻化する中で、企業の社会的
責任や地域貢献の取り組みにこれまで以上
に注目が集まる

働き手が求めるウィズ／アフターコロナ時代のワークスタイル

地方移住

都市のリスクが顕在化、
地方移住の機運が向上

リモートワーク

コロナの影響でリモートワーク
に適した働き方へ

副業・兼業

法規制の緩和やリモート
ワークが副業を後押し

地方が直面する課題

止まらない人口減少

少子高齢化と東京一極集中により、地方の
人口減少が続いており、既存施策と異なる
アプローチが必要

経済の衰退と街の賑わいの喪失

地場産業や生活関連サービスの縮小、行政
サービス水準の低下、地域コミュニティ機能

の低下が深刻化

自治体



パートナーとの連携を活かしたサポート

お問い合わせ

アプローチ

本ソリューション導入にあたっては、都市圏企業にアセスメントを行った上で、現行の人事制度を見直し、副業や地方でのリモートワーク
に適した形へと改訂します。一方、地方への移住の希望に合わせて適切なパートナー企業や自治体をコーディネートし、移住環境整備
をハンズオンで支援します。

企業の態勢準備 受入環境の準備

業務 労務 評価 報酬

副業対応の
人事制度

アセスメント

• 本モデルの適用可否判断

• 財務インパクト評価

人事制度改定

• 人事制度の刷新

• 移住者の業務・報酬設計

移住者の決定

• 希望者の募集、対象者の選定支援

副業準備

• 移住先での副業マッチング

• 移住先での新規事業創出支援

移住サポート

• 移住先地域の選定支援

• 移住手続きのコーディネート

労働環境の整備

• ITインフラ整備

• 通勤の利便性向上策

生活環境の整備

• 住居・生活環境の整備

• リモート教育の拡充

• 移住者コミュニティの構築支援

人材
サービス業

地方自治体

ITベンダー

生活支援

IT環境整備

副業紹介

副業対応の人事制度に基づく
移住者の業務・報酬設計
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PwCの強み：人事領域と地方創生の総合力
PwCは地方創生分野におけるコンサルティング業務の実績から、地方の課題や地方自治体・地元企業の巻き込み方を熟知しています。

また世界157カ国のグローバルネットワークとの緊密な連携によって、先進的なワークスタイルに関する豊富な知見を有します。

これらの実績や知見をもとに自治体やパートナー企業とのリレーションを活かして、描いた構想を実行段階までハンズオンで支援する体
制を構築しています。

ワークスタイル変革
に関する総合力

• 人事戦略や制度設計から、
業務改革・DXに至るまで、
組織全体の変革シナリオ
をデザインできる総合力

• 先進的なワークスタイルを
取り入れている欧米企業
の人事制度にも精通

生産性を高める
HRテクノロジー

• リモートワーク環境や副業
に適した各種テクノロジー
の導入支援実績が豊富

• HR分野の知見と第三者と

しての客観性に基づいて
最適なITインフラを選定

地方創生分野の
豊富な知見

• 人口増加、新産業創出、
地域経済再生など、様々
なテーマで地方を支援

• 地域において真に解決す
べき具体的な課題や、自
治体・地元企業の巻き込
み方を熟知

地方自治体との
リレーション

• これまで100件近い地方
自治体を支援

• パートナー企業も含めると
リレーションのある地方自
治体は1,000件を超え、47
都道府県を網羅
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